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共　同　研　究　室

　昭和５７年度第１回研究会（４月３０目）

　レテーマ　金融政策の今日的役割と理論 ・夫証的課題

　　報告者　河野快晴氏

　　報告要旨

１．

金融政策論の課題

　金融政策についての議論を行なう場合，われわれは次の諸点について検討する必要が

ある。すなわち，¢金融構造ないし金融環境の変ｆヒ，　金融政策目標問における優先順

位の決定　　短期的およぴ長期的政策目標の決定一ｒ　中問目標設定の必要性 、こつい

ての検討，＠中問目標変数の選択，¢躁作目標変数の選択，＠金融政策手段問の優先順

位およびそれらの組合せについての決定，¢政策目標 ・中問目標 ・操作目標各変数問：こ

おける相関関係の安定性についての理論的 ・実証的倹１討，およびそれらの変数の統御可

能性，＠金融政策の有効性についての検討　　その場合，ｏこ示される諾要因が考虐さ

れる必要がある　　 ，　タイム　ラク（認知　行政　効果ないし波及ラク），その予測珂能

性ないし政策の能動性 ・機動性についての検討である 。

　本報告においてわれわれは，これら諸課題のうち＠を中心課題として設定する 。

２　 マ不一サフライ管理政策

　マネーサプライ重視の金融政策カミ各国の中央銀行；こよっ て導入され始めたのは，昭和

５０年代に入る頃からであ った。マネーサプライという量的金融指標カミ中間目標変数とし

て選択された背景には，各国の径験をつうじて物価安定のためにはマネーサプライの適

切な管理が不可欠であるという認識が高まっ たことのぽか，金利の中問目標変数として

の適格さが，イソフレーション経済のなかで疑問視されるに至ったからである。名目金

利は需要要因（貨幣需要に関する所得効果），供給要因（流動性効果）およびインフレ 期待要

因（フィッシャー効果）によって変化するが，これらの効果はその変動方向のみならず ，

効果発揮のタイム ・ラグを異にするのである。したがって金融政策当局には実質金利の

統御を行なうことはもとより ，金利の変動要因を判別することは困難であり ，政策効果

の判断を誤る可能性が高いのである 。

　このように金利政策の有効性に疑問が提起さ 、れる時，少なくとも次の二点についてマ

不一サフライ管理政策の相対的優位性が江明されなげればならないことになる。すなわ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２６５）



１１８ 立命館経済学（第３１巻 ・第２号）

主要国におげるマネーサプライ目標値の

米　　国

カナダ

英　　国

西　　独

フラソス

スイ　ス

日　　本

公表開始
時　　期

７５／４

７５年央

７６／６

７４年末

７６／１０

７５年初

５３／７

目標とする
Ｍの種類
○Ｍ１，Ｍ１ブラ

　ス，Ｍ２，Ｍ３

　および銀行信
　用

○Ｍ１

○ポソド建てＭ３

○ＤＣ　Ｅ（国内

　信用増加額）

○中央銀行通貨

○Ｍ２

○Ｍ１

○中央銀行通貨

○Ｍ２
　（５４／４－６以前）

○Ｍ２＋Ｃ　Ｄ

　（５４／７－９以降）

目標値設定の
タイム ・スパソ

○先行き１年間
○但し ，Ｍ１，Ｍ２

　については ，

　当月～翌月ま
　たは当月～翌
　々月の短期目
　標値も公表

○特に定めず

○先行き１年間

７６～７８年度

（曾簾鍵）

○先行き１年間

○先行き１年問

○先行き１年問

○四半期

期中見直しの有無

つ四半期毎に見
直し，７９年以

降６か月毎に
見直し
　（ｒｏ１１ｉｎｇ方式）

○必要の都度見
　直すことを留
　保（実際には
　１年間固定）

０１年間目標を
　堅持→７８／１０月

　央から６ヵ月
　毎に見直し
　（ｒｏ１１ｉｎｇ方式）

０６か月毎に見
　直し

０１年間は目標
　を堅持

０１年問は目標
　を堅持

○為替市場不安
　定化の場合は
　期中で見直す
　可能性を留保

○ｒ見通し」の
　公表のみ

目標値の表現

○値域
　（ｒａｎｇｅ）

○値域

○値　域

○一定値

○一定値
　→７９年から値域

○一定値

○一定値

○何％
　「台」，「前後」 ，

　「程度」という表現

　が用いられている 。

（日本銀行金融研究局ｒ金融研究資料』第５号，黒石明邦論文の付表（Ｐ・６５）に「日本」の項および「公表開始時

（２６６）



共同研究室
１１９

設定方法とコントロール

目標値設定の方法 コソトロ 　ル方法
二長期目標値一四半期計量モデルによる数種
　のシミュレーショソ結果をも参考にしつつ ，
　ｊｕｄｇｅｍｅｎｔａ１な見通し（２段階的接近法）に

　より総合的に判断
○短期目標値（長期目標値を達成するのに必要
　な短期＜当月～翌月または当月～翌々月＞の
　目標値）一市場からの情報（通貨選好の変
　化，金利動向等）ならびに「マネーマーケ ッ
　ト ・月次モデル」によるシミュレーショソ結
　果から総合的に判断

○「実質成長率」十「避け難い物価上昇率」に
　より大雑把に設定一回転率の変化ならぴに
　コソトロールの精度を考慮して目標値に４～
　５％の幅
○通貨需要関数でもチ ェック

こ）「実質成長率」十「避け難い物価上昇率」一

　「通貨回転率の変化」により大雑把に設定

つ通貨行要関数でもチ ェソ ク

つ「予想される潜在成長率」十「避け難い物価
上昇率」十ｒ稼働率の変化」一「通貨回転率
の変化」により大雑把に設定

つ名目成長率以下

つ「実質成長率」十「避け難い物価上昇率」
つ西ドイツ ，米国のマネーサプライ目標も勘案

○公表されていないが，上記アメリカのケース
　と同様の方式に基づくものと推測される 。

○短期目標値を達成するのに必要な銀行の非借
　入準備（総準備マイナス連銀貸出）を操作目
　標として設定し，これが実現するようＴＢオ
　ベによる市場調節を実施 。
　フエデラル ・フアソド ・レートにも，一応特
　定の許容幅が設定されているが，その幅はか
　なり大幅なものとな っており ，しかも専ら週
　平均値でこの範囲に収めるものとされている 。

○市場金利に影響を与えて コソトロールー市
　場金利の調節方法としては，公定歩合操作 ，

　オベ等があるが，短期的には，政府預金の付
　替え操作により銀行の現金準備を調節して市
　場金利に影響を与えるルートを最も重視 。

○「最低準備比率※」を基礎として，¢オベと
　罰則金利（最低貸出歩合）による貸出の組み
　合わせ，および＠特別預金預入率の変更等に
　より ，銀行の流動性と金利に影響を与える 。

　　※現在ユ２．５％

一牒蟻塔洛
○準備率操作，貸出政策（公定歩合操作，再割
　引枠変更，ロソバート貸出に対する態度変更）
　により銀行流動性ならびに短期市場金利に影
　響を与える。長期債オペも随時活用，また微
　調整には手彩オベも併用 。

○オペにより市場金利を誘導して銀行の与信態
　度に影響を及ぽすほか，貸出準備率制度も活用

○ネ ット ・マネタリーべ一ス（銀行の準備金十現
　金通貨一中央銀行貸出）を直接 コソトロール 。

　「交換義務づけによる資本再輸出策※」がネ ッ
　ト ・マネタリーべ一ス ・コソトローノレの中心 。
　徴調整は，ドル ・フラソ ・スワッ プによる 。
　　※スイス ・フラソ建の外債発行 ・非居住者
　　　による借入れなどの代り金等をスイス中
　　　央銀行保有の外貨と交換して国外へ持出
　　　すことを強制する制度 。

「積みの調整（中央銀行預け金操作）」をつう
じて，金融機関の準備を調整。それをつうじて
イソターバソク市場金利を調整，また「窓 口

指導」によって金融機関の与信態度を調整 。

期」を加筆して作成）

（２６７）
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ち， ¢マネーサプライと物価ないし名目所得（有効需要）との統計的関係の安定性ない

し， マネーサプライ変動効果に関する予測可能性の高さ ，および　マネーサプライ指標

の統御可能性の高さである 。

　以下われわれは，主要国における経験について研究することによっ て， マネーサプラ

イ管理のあり方について検討することにしたい 。

　（１）プネーサプライ管理政策の実態

　マネーサプライという数量的金融指標が中間目標変数として設定された場合，その具

体的な選択基準が検討されなけれぱならない。その場合ｍＯｎｅｙｎｅＳＳ，一般的なわかり

やすさ，データの整備状況（速報性 ・正確性 ・分析の容易性）のほか，先述の二つの指標が

その基準を構成するものと考えられる 。

　マネーサプライ管理の具体策としてはその他，目標値の設定基準，設定および見直し

の期間，統御の方法等について検討されなげれぱならない。これらの点に関してわれわ

れは前表を掲げておくことにＬた 。

　（２）マネーサプライ管理政策の成果

　マネーサプライ管理の成果は次の基準によっ て判定することができよう 。すなわち ，

¢マネーサプライ増加率の長期的引下げに成功したか，　設定目標値と実現値との乖離

の程度を小幅に留めることができたか，　イソフレーショソの抑制に成功したか，＠マ

ネーサプライの抑制が景気後退を導ぎ，物価安定化目標を断念せざるをえなかったか

（他の政策目標との競合），　金利の著しい変動を伴ったか否か，また＠財政政策等他の経

済政策との剛こ矛眉は生じなかったか等である 。

　この間題に関する１９７５年から１９８０年に至る期間を対象とした堀内氏（ｒ季刊現代経済，臨

時増刊（１９８１年ユ１月）』）および黒石氏（ｒ金融研究資料，第５号（ユ９８０年５月）』）の研究によれ

は， ¢マ不タリー　ターゲヅトの達成状況は，総じて公表初期（７５－７６年）が良く ，７７

年央以降とくに７８年の達成状況は不芳である，　目本および西ドイツはマネーサプライ

増加率の長期引下げに関して良好な成果を挙げている反面，アメリカ ，イギリスは対極

的にこの目標の達成に失敗している，　マネーサプライ増加率は，実質的生産活動水準

の変動に対して反循環的に調整されているという意味で，一般的にはマネタリスト的

ｇｒａｄｕａ１１ｓ皿よりもむしろヶイソソァ■ 的ｉｎｅ　ｔｕｎ１ｎｇ　Ｐｏ１１ｃｙにウェイトがおかれ

ている等の結論が報告されている 。

　す匁わち，マネタリズム的主張は中 ・長期的目標として設定される一方，短期的には

裁量的汰反循環的金融調節という伝統的な政策運営方式が採用されてきたのであるつこ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２６８）



　　　　　　　　　　　　　　　　　共同研究室　　　　　　　　　　　１２１

れはマネタリズム ，ヶインジァニズム両者の関係を顕著に示すものであるということが

できよう 。

３．

今目における金融政策論の課題

　スタグフレーションは現代径済の特賃であるといわれる。もしも現代径済においてイ

ンフレーションの進行，ことにインフレ 率の分散の増大が不可逃であり ，またインフレ

予測が不完全であるとすれぼ，金利政策；二比Ｌたプネー サプライ管理政策（９ｒａｄ・ａ１ｉｓｍ）

の相対的優位性が主張されること；こなるであろう つその場合，主張の根拠としてマネー

サプライ指標の統御可能性およびマネー サプライ（Ｍｌ）と物価（Ｐ）ないし名目所得（Ｐｙ）

との問の相関関係の安定性，ないし予測可能性が前提される。しかし，貨幣鴨要関数の

変動性 ・金融革命の進行；こ伴う貨幣供給条件の変動を考慮すれぼ、マネーサプライ指漂

の統御可能性は必ずしも高いものと言明；よできないし，またマネタリスト論争にみら
，１し

る如く ，ＭとＰもしくはＰｙとの関系；こついても今だ確立された見解が示されている 、火

ではない。さらにＰｏｏ１ｅの議論；こ示暖される如く ，マネーサプラで菅理に対する池対

的優位性についても疑問があるのである 。

　ところで，金融の分野において進行している臼由化 ・国際ｆヒ ・残渕ヒの動き，証券の

増大，金融 ・証券業務における垣根の低下は、今日における時代的要請であり ，今や１Ｌ

めることのできない動きであるといえる 、日本径済が安定成長期；二移行して以峰指楠さ

れてきた金融構造の変化　　フローごしてのオーノ・一　ローノの解目，資金偏在現象の

変容等　　は，これらの動き ．こよっ てさら 、こ健進されること 、こなるてあろう 。ことに二

つの コクサイ問題（国債の大量発行および金融国際化の進展）は，支肉；こもマネーサブラで

管理政策促進のための前提条件（金利自由化）の整備を腱した。マネー十ブライ重規の金

融政策の導入が今日におげる時代的要請であるとすれぼ，いまマネー斗ブライ管理の研

究に要求されているのは，過去：こお；ナる存国中央銀行の経験（事実把握 ・分析および評価）

のうえに先述の今日的金戯環隻の変にを織り込んだ「費用 ・便益分析」を試みることで

あろう。これらの研究をつうじてマネーサフライ管理政策のメリット（金利政策に対する

比較優位）が明らかにされる時，その導ノ、．書義が明確化されることであろう 。

　金融環境の変化は，政策諸手段問の重要性（ウェイト付け）に修正を迫るものである 、

国債を中心とした経済の言正券化，ＴＢ流通市場の誕生，これらを背景としたフローとし

てのオーバー・ ローソの解消，直養令融の伸長（企業による国内ク←からの株式 ・祉債発行を

つうずる資金調達）は，従未の政策手浸の中心をなしていた貸出政策 ・窓口指導に代り 、

市場型のオベレーショソの有効性を高めるものとなる。オベレーシ三ン をつうずる渋動

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２６９）
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的　能動的なマ不一サプライ管理政策は，それが金利自由化措置と結ひつく時，その効

果を大ぎく発揮させることが期待されるのである 。

　（なお当日の報告では，公定歩合操作 ・準備率操作 ・窓口指導など各金融政策手段についての今

日的課題，金利自由化論の是非等についても言及を行な ったが，ここでは省略した
。）

昭和５７年度第２回研究会（５月１４日）

〉テーマ　目本経済の民主的改革をめぐっ て

　報告者　甲賀光秀氏「日本経済の民主的改革をめく“っ て」

　　　　　山田　彌氏「日本経済の民主的改革に関する数量的検討」

　　　　　芦田文夫氏「民主的改革から杜会主義へ」

　　　　　（以上３つの報告内容については，講座『今日の日本資本主義』第１０巻 ，

　　　　　「日本経済の民主的改革と杜会主義の展望」の所収論文を参照）

昭和５７年度第３回共同研究会（６月４日）

　レテーマ　現代日本の支配構造

　　報告者　後藤　靖氏

　　報告要旨

　はじめに
　私は，もともと現代日本の分析を専門にしているのではなく ，一介の近代日本史の研

究者に過ぎない。その私が，現代日本の支配構造というたいそれたテーマについてあえ

て試論を投げかげようとしたのは次の理由からである 。

　その一つは，１９８２年の７月にレニングラードで開かれる，立命館大学とソ 連科学アカ

デミーとの問での第２回シンポジウム「現代日本の支配構造」の報告者の一人として私

も加わらざるをえなくなったことである。このシンポジウムは二つの分科会に分れ ，

その第二部会が政治 ・思想 ・文化の領域を対象とし，ソ 連の日本研究者の第一線の人達

が総動員された形になっている。私はこの第二分科会での報告を担当することを義務づ

けられた。私をふくめた１２人の報告者集団は，個人の資格ではなしに，あくまで立命館

大学の代表団という資格と義務を負っているため，私自身の報告が内容的にみて代表と

いう資格があるかどうかを点検してもらう必要があり ，間違いや不足している諸点を指

摘してもらう必要性を感じているということである 。

　第二に，私がいま取りくんでいる研究テーマは「近代天皇制の変容過程についての総

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２７０）
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合的研究」であり ，そのための方法論を確乎たるものにするためには，現ｆ、日本の支酉己

構造の分析の中から新しい論理を獲得し，それを改めて歴史理論につくりかえる必要が

あると考えるからである。戦前の天皇制国家の支配構造と現代日本の支配構造とは・も

ちろんのこと同一の性質ではない。このことは，すでに第１回の日 ・ソシソポジウムの

さいの私の報告書「戦前と戦後の日本資本主義の構造変化」（人文科学研究所編ｒ戦後日本

の杜会構造の変化』所収）のなかで，私なりに分析しておいたところである。けれども ，

現代日本の支配構造の特質を分析する方法の確立なしには，戦前の近代天皇制国家の支

配構造の特質とその変容をとらえる方法論を構成することはできないと私は考えている 。

それは，げっしてアナ ロジーということではなく ，それぞれの対象時期におげる杜会構

成体の移行の論理を一貫した方法論として確立することなしには杜会科学の方法論たり

えないという意味である 。

　節三に、私の所属する径済学部ではいま「新しい経済学をもとめて」ということで阿

回かのシンポジウム がもたれており ，私自身もそれに コミットしていかないかぎり私の

歴史学理論も進歩しないと考えている。ただ，これまでのシソポジウムに討論者として

参加したかぎりでいえぼ，経済学者たちの発想は従来の理論的な枠組みの中にふみとど

まっ ており ，現代の生ま生ましい諸問題と切りむすぶための新しい経済学の基礎的カテ

コリーの再構成　　例見は生産力，生産様式，所有形態，生産関係，総過程論等 々

への大胆な冒険がまだまだ不足しているように思われる。そこで近代史研先者の一人と

して，経済学や杜会諸科学者にたいして新しい理論構成を行ってもらうための一つの挽

、点を提起してみる 。

　この三つが，私が「現代日本の支配構造」の幸巨告をあえて引きうげた意図である 。

Ｉ． 分析の視角と限定

　さて，理代日本の支配構造を問題にしようとする場合，私には少くとも次の二つの視

点が必要であろうと思われる。その第一は，玩ｆ、日本の支配構造とその矛盾を全機構的

にとらえるということである。そして第二は，支配構造の分析はほんらい現ｆ、日本の移

行形態（民主的変革の具体的形態と内容，杜会主義への展望とその日本独自の新たな形態）を明

らかにすることを究極の課題とすべきではないかということである 。

　第一の全機構的把握というとき，私は日本国内における経済，政治，杜会，思想の生

活諾過程をバラバラではなく相互に連関した統一体として，つまり杜会構成体としてと

らえねぼならないと考えている。後の本論で指摘するところであるが，今日のわが国の

産茱諾部面（金融，財政をふくめて）のあり方は強く政治や杜会や思想・とりわけ政治の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２７１）
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動向とかかわっている。だから産業のどの領域を取り上げようとしても ，産業諸部門間

の相互の関連はいうまでもなく ，政治その他の領域との相互関連を視野に入れることな

Ｌには解明できたいつやや具体的にいえぼ，独禁法が存在しはするが，それは行政や裁

判＝判決によって事実上は骨抜きにされ，また公害挽制法にしても同様である。これら

のことは巨大企業間のカルテルや合同による独占の強化，あるいは公害たれ流しの放任

を公権加こよっ て認証し，利潤蓄積を推進する諸条件を保障することとなっている。さ

らに全機溝的と私がいうとき，それは単に国内の問題だげをさしているのてはない。国

際的諸条件もその重要な部分として考劇こ入れなけれぱならない。対米関係はもちろん

のこと ，韓国をはじめとするいわゆる発展途上国との関係，さらには杜会主義諸国とり

わげ ソ連邦との関係もである。この場合に，私は貿易関係や借款関係といった純粋な経

済関係だけを念頭においているのではない。対米関係での重要な側面として防衛の肩代

りという問題があり ，そして対ソ連邦との関係ではソ連邦の日本への軍事的脅威や北方

領土間題を喧ｆ云することによっ て， 軍備拡張と軍需品の自給体制の再編 ・強化による日

本経済の再生産構造の編成がえが現実に進行している。このような日本経済の構造転換

は， 政治や思想の領域におげる転換と密接な関連をもっ ている 。

　第二の移行形態からの視点という意味は，第一の事態の進行が国民生活の窮乏化（中

流意識の急速な崩壌もその現われ）をもたらし，人権や民主主義の破壊（公害たれ流し，失業

の増大，議会の空洞化などその顕著な現われ）を意識的におしすすめることによっ て， 階級

間の矛盾の拡大，国家と民衆との政治的 ・市民的権利関係の矛盾を深刻化させていると

いう現実をどのように打開するかということである。それぱかりではない。そのような

事態は対外関係の中にも投影している。それは貿易摩擦や韓国に端的にみられるような

借款汚職という問題だげでなく ，国際間のとりわけ資本主義圏と杜会主義圏との政治的

諸対立の激化を誘発し促進するという現実をつくり出している。こうして，現代：日本の

支配構造は，国内におげる被支配階級（労働者，農民）ぱかりでなく ，中小零細経営者の

経済的 ・政治的諸権利を剥奪し，さらには開発途上国の被抑圧階級の諸状態の一層の劣

悪化や杜会主義諸国の安定的発展をおびやかすものとなっていることは否定できない 。

このような内外への矛盾をつくり出している現代日本の支配構造は，一日も早く民主的
　　　　　　　　　　　　　　　※（注）
なものに変革されなけれぱならない 。

　ところで，現代目本の支配構造の分析のためには以上にのへた二つの視角を不可欠の

ものとするが，その第一の視角であるべき全機構的分析はわたしの能力をはるかに超え

た問題である。そこでここでは全機構の一つの集約体をなしている「政，官，財」の癒

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２７２）
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着について簡単に考察しその特徴づけを試みるに止めたい
。

　※（注）その民主的変革の形態と内容は杜会主義への一足飛びの変革ではない。わたしが杜会主

　　　　義的変革ではなく ，民主的変革だというのは次のような経済上の具体的形態と内容をもつ

　　　　ことを意味している 。

　　　　　すなわち，日本の現在の資本主義という経斉体制＝基本的生産関係したがって所有関係

　　　　の根本的変革ではないこと。資本主義的生産関係＝所有関係の根本的な変革はないとして

　　　　も，そのことはけっして所有諸形態と生産諸様弐にたいする一定の変更ないし制御が加え

　　　　られることを排除するものではない。それどころか，現代：日本の経済構造を支配し規定し

　　　　ている巨大所有形態とその生産様式はさまざまな形で制御され，それが今日もっ ている内

　　　　容にたいしては強力な窺制が加えられなげれぼならない。ここでは生産関係とい っている

　　　　のは，卦建的生産関係とか資本主義的生産関係とい った生産手段の所有　非所有という所

　　　　有関廉を実体的内容とする類型擬念（大資本も中
・ゴ

・資本も資本主義的生産関係という本質

　　　　 ＝質をもつという意味では類概念である。奴隷制国家，封建国家，資本主義国家という国

　　　　家類型概念と同一）である。民主的変革はこの資本主義という類型そのものの変革を意味

　　　　しはしない。だが，所有彩態と生産様式とは制御が加えられる。現代資本主義を特徴づげ

　　　　る所有彩態は，法人資本主義といわれるように巨大資本による他企業の株式の所有と支配

　　　　である。この所有形態が現代日本の経済構造を琵定し，その再生産の様式自体を決定づげ

　　　　ている。その結果として，中小零細資本の再生産を保障するためには，かかる法人資本主

　　　　義的所有彩態そのものにたいする一定の窺制が必要となる。その所有形態の規制は，たん

　　　　に法的規制だげでなく行政的規制とい った国家 ・法の主導を必要とするであろう 。その国

　　　　家や法のあり方については後述する。ここで所有形態といっているのは，本質＝質（生産

　　　　関係，国家類型）の具体化としての性質をさす。具体的には大規模所有とか中規模，小規

　　　　模所有等々のことである。しかし，それは単に量的側面だけをさす概念ではなく ，内容を

　　　　も含意している。大規模な資本所有と中 ・小規模の資本所有とでは利潤搾出ないし蓄積の

　　　　方法が異っている。この搾出＝蓄積の方法は所有の内的側面＝内的な実態にかかわる概念

　　　　である。それゆえ，私が所有諸形態とい っているのは，その量的側面と内的側面の二つの

　　　　統一体という意味である（これは国家の形態観念と対応している）。生産様式とは所有形

　　　　態の具体的運動の方法のことである。（これについての詳細な規定は，拙著ｒ般経済史

　　　　講義要項」 ，ユ９８２年４月 ，玄文杜刊を参昭されたい） 。

ｎ． 「政，官，財」癒着の構造と特質

　一般的にい って，今日の発達した資本主義国；二共通する重要な一つの特徴は，国家が

経済過程や杜会生活の諸領域に「介入」していることである。もっとも ，国家と市民杜

会の分離を基礎とする資本主義杜会；二おいては，資本主義のいかなる発展段階において

も， 両者が分離し，国家の相対的独白性が存在するために，国家の経済的 ・杜会的諸関

係への介入という事態は多かれ少かれみられることである。げれども独占資本主義段階

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２７３）
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とりわけ国家独占資本主義段階においては，国家装置のあり方そのものとその活動の基

本方向が国家の経済過程や杜会生活の全領域への介入を目的として編成される。現代資

本主義諸国のいずれを問わず，官僚機構のいちぢるしい肥大化と「政，官，財」の癒着

や「産軍複合体」という形態での支配構造の形成 ・発展を基本とし，「産業国家」や「福

祉国家」の実現という幻想をふりまきながら国民諸階層を国家に統合しようとする政策

の強行が，現代の国家装置のあり方とその活動方向を表現している。現代の日本におげ

る体制も ，現代資本主義諸国の支配構造とその本質を同じくしているといってよい 。

　しかしながら，日本の支配構造の特質を明らかにしようとするとき，われわれは目本

に独自な歴史的規定性と対米従属という特殊性を無視してはならない。この独自性と特

殊性とは密接にからみ合い汰がら目本の支配構造を特徴づけており ，このことを正しく

とらえることが今後の新たな目本杜会の彩成を進めていくうえで不可欠の課題であ乱

　（１）国家装置の変化　国家装置＝国家のメカニズムというのは，支配階級が自己の政

治的 ・経済的 ・イデオ ロギー的支配を保障し，敵対する諸階級を抑圧する国家的諸機関

の総体をさす。これら国家諸機関はバラバラに存在するのではなく ，有機的な統一体を

なＬていることはいうまでもたい。その構成要素は，¢国家の最高権力機関（国家元首

＝君主 ・大統領，政府，議会）と行政装置（行政諸機関の総体），　強制装置（裁判所・検察局 ・

監獄等の総体）と暴力装置（軍隊，警察，諜報機関の総体），　地方権力機関である。この行

政装置，強制装置，暴力装置の三者を普通われわれは文武官僚機構とか執行府ともよん

でし ・る
。

　◎　中央官僚機構の肥大化

　ところで，わが国の国家装置のうちの官僚機構についてみれば，その肥大化は歴然と

しており ，しかもいくつかの特徴的僚向を示している。すなわち，行政装置のうち通産 ・

建設の諸省庁と文部省の肥大化が目立っており ，また，軍事 ・警察の暴力装置のいちち

るしい肥大化をみいだすことができる。このことは，６０年代後半とくに７０年代に入って

からの高度経済成長政策が目本経済の構造変化と，それにともなう大都市およびその周

辺諸県のベッド ・タウン化を国内的要因としているとみてよかろう。この点は後でみる

財政 ・行政投融資の動向とも一致している。このような都市化現象は必然的に犯罪の増

大をもたらし，それが警察機構の強化（１９５５年１２万人
，ユ９７５年１８万人１１９８０年２２万人）を生

みだした。と同時に自衛隊の増強（１９５５年１６万人
，ユ９７５年２０万人，ユ９８０年２３万人）の一つの

国内的要因となっているといってよい。この暴力装置の増強をみる場合に・われわれは

単に人員の増大という量的側面だけでとらえてはならない。その増大は・機甲都隊と武

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２７４）
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器のいちぢるしい高度化という質的側面を同時に進めてきている。この点を見忘れて ，

暴カ装置を人員の肥大化という点だけでとらえることは，それ自体のもつ現代的な意味

を把握したことにはならない。さら；こ大事なことは，この暴力装置の量的 ・質的増強が

強制装置を側面から補強するとともに，行政装置と最高権力機関とりわけ政府の議公の

空洞化をもたらしていることも忘れてはならない 。

　◎　地方権力破関の中夫籏関への従属ｆヒ

　地方権力機関の中央権力機関とりわけ中央行政装置への従属化が，現代日本の支配構

造のいま一つの局面をなしている。わが国では３割自治とよくいわれているが，その実

態は第１表カミ示しているように，３割をこえているのは４７都道府県中のわずか９府県に

しかすぎず，他は３割どころか１０％台カミ２０県にも及んでいる。地方税収入＝自主財源の

この低さは農村地域ほどはげしく ，大都市および大都市のベッド ・タウノ 化している府

県においてようやく３割をこえるというように，地方自治のあり方の偏差を示している

といっ てよい。このことは，わが国の徴税体系のあり方から規定されている現象形態と

もいえるが，それ以上に高度成長→列島改造政策という国家の政策そのものがつくりだ

した矛盾の表現にほかならない 。

　地方権力機関の中央権力機関への従属化は，地方権力機関のあり方そのものにも重大

な構造変化をもたらしている。その一つは「地方の中央への直結」ということが地方の

首長選挙ばかりでなく ，地方議会議員選挙および国会議員選挙における重要なスローガ

ンとしてかかげられ，それが民衆の投票行動を規定する要素の重要な一つとなっている

ということである。革新府県知事 ・市長の相次ぐ敗北は，その象徴的な現われである 。

その結果，今目ではほとんどの府県知事 ・市町村民は保守派によっ て独占され，しかも

官僚出身者かその座を占めるにいたったつとりわけ，東只，大阪，京都，兵庫，広島 ，

福岡，千葉等々の主要府県知事がこれら官原山身考である。そして，いずれの府県をと

ってみても副知事や部課長という府県の政策決定機構が中央官僚の出向者によっ てにぎ

られている。これらのことは，地方財政の中央財政への極度の依存をその物的基盤とし

ていることはいうまでもない 。

　その二は，第１表の各党の得票数と当選者数をも規定する要因となっているというこ

とである。白主財源の割合が低い地方ぽど投票率カミ高く ，しかも自民点の圧倒的強さと

なっ ている。さらに注目すべきことは，白主財源が高い府県ほど投票率が低く ，いわゆ

る無関心層を累積させ，その結果として自民党や公明 ・民杜の中道諸党の進出を招いて

いることである。白主財源の乏しい諸県では，農村に有利な徴税体系という政治的操作

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２７５）
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第１表　政府の地方への

年度府県

１９７５年

１９７７年

１９７８年

北海道

青森

岩手

宮域

秋田

山形

福島

茨域

栃木

群馬

埼玉

干葉

東京

神奈川

新潟

富山

石川

福井

山梨

長野

岐阜

静岡

愛知

三重

滋賀

行政投資
総投資額
（Ａ）

１６，５１３

２０，８８２

２４，３７２

１， ７９７

３８２

４３６

５２８

３１０

２９９

４３９

７１７

３７５

３５２

７９９

８８２

２， １５５

９８１

７９９

２４８

２９８

２０６

１９６

４３４

３７５

５６８

１， ０５８

３２６

２７４

実績（１０億円）
雫。苧１・／・

２． ７８２

８， １４３

３． ２５１

１０ ，５１２

３． ７４４

１ユ ，７６０

１８２

ユ， ０４０

３９

１８９

２４

２３８

６６

３０４

２５

１４６

３０

１４６

３４

２６３

６３

４６９

３６

ユ９７

３５

１５７

１５４

３４３

２３５

３６９

５３６

１， ０８３

２８２

３５６

７８

４７５

２８

１１７

４９

１２９

２５

９５

１４

９９

４８

１８５

２７

１５５

６８

２４５

２１０

４１５

４３

１４４

３１

１３１

１７％

４９

１６

５０

１５

４８

ユ０

５８

１０

４８

６
５５

１３

５８

８
４７

１０

４９

７
５４

９
６５

９
５３

１０

４５

１９

４３

２７

４２

２５

５０

２９

３６

１０

５９

４７

１１

４３

１２

４６

７
５１

ユ１

４３

７
４１

１２

４３

２０

３９

１３

４４

ユ１

４８

内　　　　　訳
道路１農林水産１

２． ８９６　　　１ ，３６６

３． ８７９　　　１ ，９３６

４． ６２４　　　２，３９６

３８５　　３３３

８０　　　７４

１０３　　７４

７９　　５８

６０　　　６４

６２　　　６３

９８　　　６８

１２９　　　４６

６８　　　４１

１０５　　３９

１３９　　　３１

１５６　　　５６

２３５　　　９

１５５　　　１２

１８９　　８５

６０　　３９

５７　　　４０

５６　　　３７

６０　　２７

１０６　　　６６

９８　　　４８

１２２　　　６０

１６８　　　６２

６２　　　４１

６５　　　３６

住宅１

１， ３８４

１， ３５７

１， ４８０

６９

！７

５

！４

３７

７

１２

７５

１９３

８０

１０

４

７

２５

１０２

１５

１５

文教
１， ５５７

２， １６１

２， ７６３

１５５

３２

３８

４９

３１

２８

４１

８０

４０

４９

１５３

１３４

１９５

１５４

６５

２９

３３

２１

２２

５２

５９

７３

１４８

３６

３５

地方財政（１０億円）
雫。介１ 地方税

（Ｂ）

４１ ，５９０ １２２３７

２， ５６１ ４９６

６５３　　　９６

６３９　　９０

６９８　　ユ８４

５８２　　　８３

５２５　　９１

７８５　　１５３

８２６　　２１６

５９１　　ユ７１

６４７　　１６１

１， ３３６ ４５８

１， ２２８ ４３９

６， ６９２ ２， １７５

１， ７５６ ８７０

９９０　　２０５

４３５　　１０６

４６３　　１０５

３６２　　７６

３４０　　５８

８０９　　１８２

６９２　　１６８

１， ０３６ ３６５

１， ８９３ ８１９

６０８　　１４６

４３５　　１０３

Ｂ／Ａ

２９％

１９

１５

１４

２６

１４

１７

１９

２６

２９

２５

３４

３６

３３

５０

２１

２４

２３

２１

ユ７

２２

２４

３５

４３

２４

２４

国費補助

１７，５０９

ユ， ３６７

３９１

３７５

３２９

３３２

２９２

４２５

３６６

２４６

２８７

４８８

４４４

６１６

４０６

５２１

２０８

２１７

１７９

１９２

３９０

３１７

３７０

７５９

２９０

１８９

（２７６）



共同研究室 ユ２９

行政投資と投票行動

年　次

ユ９７２

ユ９７６

ユ９７９

７９．ユ０

７９．４

７９．ユ０

７８、ユ２

７９．ユ０

７９．４

７９ ．１０

７７．７

７９．１０

７９．４

投票率 自　民　党

７ユ．７％ ２４，５６３（２７ユ）

７３．５ ２３ ，６５３（２４９）

６８．Ｏ ２４，０８４（２４８）

７４，５

８２．２

ユ， ２７６（ユ１）

１， ３４５（５８）

７ユ ．ユ

７６ ．２

２３（４５）

４０４（３９）

７２，５

８２ ．９

４２３（６）

３２ユ（３０）

７ユ ．９

７ユ ．９

４１２（　５）

４３６（３８）

７７，４

８５ ．５

３４０（４）

３４７（２７）

７９，２

８３．９

３８５（４）

３０５（２７）

７５，５

８０．Ｏ

６２４（９）

４６３（４０）

６５ ，５

７９．７

６５７（７）

５５０（５０）

６４，４

７２．２

４３３（５）

４６９（４０）

７８７

７． ３２

６５７（７）

４５０（４６）

６０．ユ

５９．６

８４８（７）

５４９（５４）

６０，２

６０．７

６９９（６）

７ユ７（５８）

５３ ，２

６５ ．ユ

ユ， ２２３（　ユ３）

ユ， ８３２（　５３）

５４，７

５４．７

４７３（５）

５８６（３５）

８０，７

７６．６

５８８（８）

４９７（４６）

７７，２

８２．４

４ユ０（４）

２６６（３６）

６４，９

７５ ．４

３６ユ（５）

２５３（３８）

夏；二套 ２４６（　２）

２３０（３ユ）

§；二； ２９９（　４）

ユユ３（２９）

硯
５４ユ（　７）

３２２（２９）

７７，２

７０．４

６２２（　６）

３６２（８７）

７４，８

７０．４

８ユＯ（７）

５４ユ（４９）

６５，６

５７ ．９

ユ， ユ４２（　ユＯ）

　　７８３（６６）

７６ ，６

７９ ．９

４９８（５）

ユ４６（２５）

６９，３

７９．３

２３ユ（２）

２４３（２４）

杜　会　党

１１ ，４７９（！１８）

ユユ ，７ユ３（ユ２３）

ユ０，６４３（ユ８７）

９２９（

７９ユ（

８）

２８）

８４（

９４（

ユ）

６）

２０４（

ユ２５（

２）

８）

２０８（

１４７（

ユ）

ユ３）

２６４（

ユ９３（

３）

ユ２）

ユ５３（

ユ０８（

２）

９）

２０３（

ユ８ユ（

２）

９）

２３４（

ユ２５（

３）

８）

ユ７ユ（

ユ０７（

８）

７）

１９３（

ユユＯ（

３）

６）

３４４（

２３０（

２）

ユ０）

２７０（

ユ９９（

３）

３）

６８０（

７７ユ（

８）

１８）

４８４（

４５６（

４）

２５）

３５４（

２１４（

５）

ユ３）

ユ５３（

９０（

２）

６）

ユ０３（

４５（

ユ）

４）

８０（

４３（

ユ）

３）

ユ１０（

４３（

ユ）

５）

２４２（

２０４（

３）

２０）

ユ７５（

９８（

２）

５）

２９２（

ユ７６（

２）

ユ３）

４２３（

２８２（

２）

８）

ヱ４７（

６３（

２）

５）

７３（

２４（

ユ）

１）

公　明　党

４， ４３７（２９）

６， ユ７７（５５）

５， ２８３（５７）

２０４（ユ）

ユ０８（５）

６４（０）

２０（ユ）

８５（ユ）

３５（３）

正（・）

一（ユ）

嘉（・）

５９（ユ）

５４（４）

５ユ（１）

ユ４（１）

４３（Ｏ）

２４（２）

２７７（３）

１５２（９）

２５５（２）

１３２（８）

８４６（ユユ）

７４８（２５）

４１ユ（４）

２５２（ユ６）

ユ９（０）

ユ４（ユ）

正（ユ）

一（１）

８（ユ）

４４（０）

ユ７（ユ）

嘉（１）

８４（１）

２５（２）

ユ７３（２）

９９（５）

ユ５２（２）

ユ０７（７）

７４（１）

２６（２）

一（１）

民　社　党

３， ６６ユ（ユ９）

３， ５５４（２９）

３， ６６３（３５）

７５（１）

ユ９（Ｏ）

元（Ｏ）

一（１）

３８（Ｏ）

２５（２）

一（１）

二（０）

４９（０）

５２（４）

４４（Ｏ）

５（０）

６２（ユ）

３７（３）

９５（ユ）

３０（２）

５３（０）

４８（３）

２３２（２）

ユ７４（３）

３３２（３）

２ユ８（８）

８６（０）

２４（ユ）

一（ユ）

一（１）

７６（ユ）

２２（３）

７８（ユ）

ユ６（１）

３９（Ｏ）

２２（ユ）

ユ５８（２）

６６（３）

４７８（４）

２３４（ユ３）

８３（ユ）

３４（３）

７１１１；１

共産党
５， ４９７（３８）

５， ８７８（ユ７）

５， ６２５（３９）

２９２（１）

ユ２３（２）

７４（ユ）

３９（２）

４３（０）

２４（ユ）

８９（１）

３３（２）

９４（１）

２３（０）

３６（０）

２８（２）

ユ２７（１）

５３（２）

４６（Ｏ）

２７（ユ）

２８（０）

１４（ユ）

８０（０）

４６（２）

２９６（ユ）

ユ０６（６）

ユ６３（１）

９２（４）

７４８（８）

７２２（１１）

３６４（ユ）

ユ９８（６）

５８（Ｏ）

３０（ユ）

３４（０）

２７（２）

２９（０）

ユ７（ユ）

ユ３（０）

ユ０（０）

ユ２（０）

ユＯ（ユ）

ユ４２（ユ）

７ユ（２）

ユ００（０）

ユ８（１）

ユ４１（ユ）

６０（２）

２０３（１）

ユ１９（３）

５４（０）

３５（３）

７ユ（０）

２０（１）

新　自　由

２， ３６４（ユ７）

ユ， ６３２（４）

３５（０）

１００（０）

５２（０）

３５（０）

ユ５７（ユ）

９２（０）

３ユ３（ユ）

４２２（２）

５ユ（Ｏ）

（２７７）



１３０

年度 ・府県

京　都

大　阪

兵　庫

奈　良

和歌山

鳥　取

島　根

岡　山

広　島

山　口

徳　島

香　川

愛　媛

高　知

福　岡

佐　賀

長　崎

熊　本

大　分

宮　崎

鹿児島

沖

立命館径済学（第３１巻 ・第２号）

行政投資実績（１０億円）　　内　　　訳　　　地方財政（１０億円）
総鵠額雫Ｂチ１…道路１農林水産１住宅１文教雫。介１慨１・／・１国費補助

４４１ １１５　２６　　５４　　１６　　５０　　６０　８０６　２６６　３３　　３３０
１８０　　４１

１． １３７ 　２７７ 　２０ 　１９２ 　１０ 　１７０ 　１９４２・６５６１ ・１５７ 　４４ 　７０３
　　　　　　６２４　　５５

１． ０３３ 　２５６ 　２５ 　１５４ 　５８ 　１３０ 　１１１１ ・７６６ 　５６１ 　３２ 　６４０
　　　　　　４２１　　４１

２２３

２１８

１８３

２４１

３７７

３２　１４　　４４　　１７　　２４　　３５　４０８　　８６　２１　　２０４
１０１　　４５

１９　９　 ５１　３２　　１４　 ２３　 ４５８ 　８３　
１８

　　
２４２

９６　　４４

２０ 　１１ 　４０　３４　　 ５　 １７ 　３２２　 ４４ 　１４ 　　
１８１

８７　　４７

２６ 　１１ 　　５３　　５２　　 ５　　２４　 ４２３　　 ５３ 　１３ 　　
２５１

１１４　　４７

４５ 　１２ 　　９４ 　　５３ 　　１１ 　３８ 　７１９ 　１８３ －２５ 　　
３３３

１６５　　４４

５７２ 　　
９６ 　１７ 　１４５ 　４６ 　２２ 　６４ 　９４８ 　２８５ 　３０ 　４０２

　　　　　２６４　　４６

３５６

１９３

２１０

５１　 １４　　８６ 　　４６　　 １７ 　　３０　 ６１３　 １５０　２４ 　　
２８５

１７６　　４９

６　 ３　　４３ 　　３０ 　　１１ 　２１ 　４１１ 　６１ 　１５ 　　
２２１

９２　　４８

２８ 　１３ 　　３７ 　　２０ 　　 １３ 　　２１ 　３９２ 　　 ９２ 　２３ 　　
１８４

９１　　４３

・１・ 　１１１１坦　・・・・… 　１・… 　１・１・・２９

２７３
２０

　７ 　　４９　　３４ 　　 ８　　２２ 　４８５ 　　５８ 　１２ 　　
２９８

１３９　　５１

９７７ 　　
１８２ 　１９ 　１４０ 　５０ 　９２ 　９１１ ．６６２ 　４２２ 　２５ 　７６９

　　　　　４４９　　４６

２０９
１５

　７ 　３６ 　４３ 　　 ７　 ２２ 　３７７ 　５８ 　１５ 　　
２１９

１０１　　４８

３２４ 　　
２７

　９ 　５６ 　５２ 　１３ 　３６ 　６６１ 　１０３ 　１６ 　３９０
　　　　　１５８　　４９

３５３

２５４

２９３

２９　８　　８２　　５５　　１４　　４２　７０７　１１５　１６　　４０５
１６８　　４８

２０　８　　５２　　４５ 　　１２　　２４ 　５１８　　９８　１９　　２８５
１２４　　４９

２０

　７ 　　８４　　４８　　１１ 　２０　 ４９４　　７３　
１５

　　
２９３

１５０　　５１

３９４ 　　
２６

　６ 　８７ 　７５ 　１８ 　３７ 　７６５ 　１０５ 　１４ 　４８７
　　　　　１９８　　５０

縄３０４４３１４７０３４１１４３４３８５３１２３１２　　　　　　　　　２２４　　７４

〔注〕（１〕行政投資実績の国費の上段は公営企業（公団）の投資額，下段は国費であり，％は４捨５入による。ｒ行

　　　　政投資」とは民間企業投資および政府の企業投資以外の政府，地方自治体および公団，地方準公営企業の

　　　　投資をいう。（資料）自治大臣官房地域政策課『行政投資実績ｊ

　　　１２）地方財政は都道府県および市町村の合計額であり，国庫補助は国庫支出金および地方譲与税，地方交付

　　　　税の合計金額を示す。（資料）日本統計年鑑１９８１年度

　　　（３）選挙得票数は単位１０００票。上段は衆議院選挙，（）は当選者数，下段は都道府県会議議員選挙得票数。

　　　　（資料）目本統計年鑑１９８１年度

〔ノート〕（１）　「地方財政」欄が示している状態は，地方財政の８８％～５０％が中央財政に依存している。その場合

　　　　　　新興都市呂ベッド ・タウン化が急速に発展しつつある府県においては地方財政の自主財源の割合が多

　　　　　　くな っており，農業県においては自主財源の比率が低くな っている 。

　　　　　 １２〕　ｒ行政投資」の状況も「地方財政」の状態が示す傾向と同様の内容を示している。農村県において

　　　　　　は道路および農林水産業にたいする行政投資額が多く ，大都市府県およびペッド ・タウン県におい■

（２７８）



共同研究室 １３１

年次
７９ ．１０

７９．４

７９．ユ０

７６．６

投票率　自民党　杜会党　公明党　民杜党　共産党　新自由
６１．０　　３０５（２）　　１４２（２）
５３．３　　　　　　　２４２（　２０）　　　　　　　９２（　　５）

１６２（２）

５７（６）

１６９（２）　　２３６（３）
５３（　６）　　　　　　２０６（１４）

６０・８

　　 ７７７（６）　　５４０（３）　　 ７７５（７）　　 ３９２（３）　　 ７５８（７）６３・３　　 ８８６（４０）　　４３９（１５）　　４０９（１９）　　 ２９２（１０）　　６７６（１７）

６５・１　　８２９（６）　 ４４９（５）　　３６２（４）　　 ２７８（３）　　 ２３８（２）
５２ ・７

　　 ４８０（５３）　　２２８（１２）　　 ２０３（１１）　　 １０８（７）　　 １５７（６）
６９．５　　２１９（２）
７０．０　　　　　　２６４（　３１）

６５（Ｏ）

６７（　７）

７４．６　　２６７（３）　　４９（０）
７７．３　　　　　　　２３０（　３０）　　　　　　４５（　　３）

８３．６　　　　　　　２２６（　　２）　　　　　　１１８（　　２）

７９．２　　１２０（２６）　　６５（１０）

８５．２　　　　２４１（　３）　　　　１１１（　１）

８６．５　　１５７（３４）　　５７（４）

７５．７　　４４４（５）　　２０１（１）
７１．６　　２８４（３７）　　１０６（８）

６７．９　　６８０（８）　　２４７（２）
６７．３　　５１４（４１）　　ユ３３（８）

ｌｌｌ１鍛 ３１；１１１１１；

７６．４　　　　２９９（　４）

７８．５　　　　　１６０（２６）

７４（ユ）

４９（６）

７４．３　　　　　　３６４（　４）　　　　　１２６（　２）

７７．１　　２１６（２７）　　７０（９）

７２．３　　５４５（７）　　１９１（２）
６８．９　　　　　　２８３（　３８）　　　　　　６３（　　５）

７４．８　　　　　　　２１２（　　２）

６９．９　　１７７（２３）

７３ ，１

７０．１

８３（　１）

５９（６）

８６５（　　７）　　　　　　４０７（　　４）

４７７（　３５）　　　　　　３３７（　１９）

８３．３　　　　　　３８２（　　４）

８６．３　　２０７（２８）

８８（１）

７８（５）

７７．１　　　　　　４２１（　４）　　　　　１３５（　２）

７７．９　　１９４（１６）　　１１４（８）

７８．２　　４４８（５）　　１９９（２）
７５．６　　４４９（４３）　　７４（５）

８２．７　　３１６（３）　　２０８（２）
８２・５ 　２４８（２８）， 　９８（９）
７６．９　　　　　　　３０６（　　３）　Ｉ　　　　ユ４１（　　２）

８３．７　　２６２（２６）　　１０７（６）

７６．１　　６４８（８）　　２５５（３）
７５．８　　　　　　　４５５（　３９）　　　　　　１２３（　　７）

８０．０　　　　　　　２３３（　　２）

８２．０　　　　　　　１８２（　ユ８）

９６（１）

４８（６）

８５（１）

２７（３）

８３（１）

３７（３）

１６（２）

７（１）

１５０（２）

６０（５）

６９（１）

９４（６）

６９（ユ）

５７（４）

５８（０）

１６（２）

１８（２）

３３（２）

７４（１）

２１（３）

３４７（４）

１４３（９）

６（ユ）

５９（１）

３３（３）

７０（１）

３３（３）

２５（２）

２８（３）

３４（３）

７０（１）

２５（２）

８９（ユ）

１３（０）

６４（１）

５３（３）

１１６（１）

６３（８）

６１（１）

３６（１）

３０（２）

１９（２）

６（１）

９２（１）

２８（１）

１２６（２）

４４（４）

１３（０）

ユ２（２）

６７（０）

１４（１）

７７（１）

４９（３）

１０４（０）

３６（２）

５３（０）

３９（２）

２０（０）

１１（１）

２８（Ｏ）

２８（３）

３１（０）

２５（２）

７２（Ｏ）

３３（４）

ユ４０（２）　　２５５（１）
１０９（５） ．　　９８（３）

８（０）

５７（１）

６６（５）

１１（１）

７１（１）

２７（２）

８１（１）

５１（４）

１０（１）

３３（０）

１０（Ｏ）

８（０）

７（１）

２５（０）

１７（１）

２３（０）

１３（１）

１９（０）

２３（２）

ユ３（０）

２３（２）１

削；
９０（１）

５８（４）

２７（０）

ユ３９（０）

１０８（０）

５３（０）

９（０）

ユ３（０）

１３（０）

＼　ては道路，住宅，文教投資が目立っている 。

　（３〕選挙欄では，１イ）農村県で投票率が高く ，自民党の得票率が高く ，自民党の得票率も圧倒的に多い 。
　　これらの県では衆議院議員も県会議員もともに自民党が絶対多数を占めていろ 。しかしながらここで
　　の特徴的傾向としては，社会党と共産党の得票率が県会議員選挙に比して衆議院選挙時にはいちぢる

　　しく増加していることであ孔北海道，青森，岩手，宮城，秋田，栃木，群馬，新潟，長野，妓阜 ，

　　滋賀，奈良，島根，広島，愛媛，沖縄の諸県がその事例である 。１口〕大都市をもつ府県およびベッドタ

　　ウンをもつ諸県においては投票率は低くな っている。このことは政治にたいする不信，期待感の低下

　　を示していると思われる。（３〕大都市府県では杜会党 ・共産党議員が多く選出され（東京，京都，大阪 ，

　　兵庫）ベッド ・タウン諸県では共産党が当選もしくは次点とな っている（北海逆１区，青森３区，宮
　　城１区・秋田１区，福島１区，埼玉１区，４区，干葉１区，神奈川１～４区，長野１ ，３区，岐阜１
　　区・静岡１区，愛知１ ，６区，滋賀，奈良，和歌山，福岡１ ，２区等）。；二〕公明党および氏社党は大
　　都市府県およご新興都市を基盤ンしている。したが ってこの地域は社会党およひ共産党と競合関係に
　　立 っている 。

（２７９）



１３２　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３１巻 ・第２号）

と農林水産および道路にたいする政府の行政投資という
自と哀える利害と結びついてい

ることはたしかである。そして，自主財源の比較的豊かな諸府県では，道路，住宅，文

教にたいする意図的な行政投資が政治的無関心を培養する条件として作用しているかと

思われる。こうして選出された自民党，公明党，民杜党の国会議員が権力機関を通じて

行政装置に働きかけ，行政装置を通じて地方権力機関をいよいよ中央に従属させる媒体

の役割を果しているとみなけれぱならない 。

　◎　「政，官，財，労」癒着のかくれ蓑としての審議会，調査会の役割（第２回目ソシ

　　 ソポのレジュメ 参照）

　◎　官僚主導型から政界主導型への転換とその実態（同上）

　◎　政治 レジームの現代的特質（同上）

２． 国家の諸活動の態様とその性質（同上，参照）

　◎　財政投融資政策の展開とその性質

　＠　経済的進出と軍事化の相関

　◎　国民総会のイデオ ロギーの展開と操作

　◎　強制装置の内容転換

３．　自民党の集票システムとその限界（同上，参照）

４． 中道諸党の集票の限界と右傾１化の必然性（同上，参照）

５． 諸矛盾の激化と変革の可能性および変革の形態の問題（同上，参照）

（２８０）


